
13.企業立地室
事務事業名 三重の活力を高める企業誘致促進事業（県単 （平成１９年度～））
事業の概要 バレー構想先端産業等立地促進補助金等を活用して企業誘致を推進するとと

もに、外資系企業誘致を進めます。
（補助金制度の概要）

①基幹産業立地促進補助金
・県の誘致に基づき、本県基幹産業分野に属する最先端の大規模な工場を

立地する場合に補助金を交付します。
・補助上限額：１０億円（５億円を定額補助＋操業開始後三重県に納付した

法人事業税及び県民税の８割について５億円を上限に補助）
・補助要件：１５０億円以上の投資額（土地を除く）であり、かつ常用雇用

が２０人以上であること。
・補助対象：基幹産業分野（輸送用機械器具、化学・石油製品、電気機械器

具、一般機械器具等 、環境・エネルギー分野。なお、事業所の拠点化を）
図る場合は、全ての製造業。

②バレー構想先端産業等立地促進補助金
情報通信関連産業、医療･健康･福祉関連産業、環境・エネルギー関連分

野等、本県の誘致戦略の核をなす、バレー構想関連企業が県の誘致に基づ
き、県内に工場を立地する場合に補助金を交付します。

・補助上限額：５億円（補助率１０％、ただし一部公的工業団地は１５％）
・補助要件：投資額が５億円以上（公的工業団地は３億円以上 （土地を）

除く）であり、かつ常用雇用が1０人以上であること。
・補助対象：バレー構想関連分野、先端産業分野、環境・エネルギー分野及

び事業所の拠点化を図る事業所の場合は全ての製造業。
③研究開発施設等立地促進補助金

県の誘致に基づき、県内に研究開発施設等を立地する場合に補助金を交
付します。

・補助上限額：５億円（補助率１０％）
・補助要件：投資額が２億円以上（東紀州地域、鳥羽市、大台町、南伊勢町

及び大紀町は３，０００万円以上、志摩市は１億円以上。いずれも土地を
除く 。）

・補助対象：研究開発施設及び試験認証機関
県 予 算 額 １，４３５，５３２千円（H22 １，００６，１９４千円）
担当室･ｸ゙ ﾙー ﾌ゚ 企業立地室 企業誘致グループ（059-224-2819）

事務事業名 緊急経済対策設備投資促進補助金（県単 （平成21年度～））
事業の概要 新たな需要動向に素早く対応しようとチャレンジする企業の潜在的な設備投

資意欲を後押しすることで、地域間競争での優位性や企業の競争力を高め、併
せて、地域経済の活性化を図るために、生産施設や研究開発施設の新・増設等
の設備投資に対する支援を行います。
（補助金制度の概要）

①緊急経済対策設備投資促進補助金（製造施設）
・県の誘致に基づき、工場を立地する場合に補助金を交付します。
・補助上限額：３千万円（補助率１０％又は当該操業に伴って増加する常用

雇用者の人数×５００万円のどちらか低い額）
・補助要件：５千万円以上の投資額（ただし東紀州地域、鳥羽市、志摩市、



大台町、南伊勢町及び大紀町は１千万円以上 （土地を除く）であり、か）
つ常用雇用が１人以上であること。

②緊急経済対策設備投資促進補助金（研究開発施設等）
・県の誘致に基づき、県内に研究開発施設等を立地する場合に補助金を交付

します。
・補助上限額：３千万円（補助率１０％）
・補助要件：投資額が５千万円以上（ただし東紀州地域、鳥羽市、志摩市、

大台町、南伊勢町及び大紀町は１千万円以上 （土地を除く））
県 予 算 額 １５０，０００千円 （H22 １５０，８６６千円）

企業立地室 企業誘致グループ（059-224-2819）担当室･ｸ゙ ﾙー ﾌ゚

事務事業名 東日本大震災被災企業操業支援事業 （平成２３年度～）
事業の概要 東日本大震災の影響により操業に支障を生じている企業が一時的に県内で操

業を行う場合に必要となる経費を補助することにより、現地での操業再開を支
援します。
○東日本大震災被災企業操業支援事業費補助金
・補助対象 東日本大震災により操業に支障を生じており、一時的に県内で

操業を行おうとする企業。
・補助対象経費 貸工場等の賃料、設備導入経費、従業員の技術研修経費

県 予 算 額 ３０，０００千円（６月補正）
担当室･ｸ゙ ﾙー ﾌ゚ 企業立地室 企業誘致グループ（059-224-2819）

事務事業名 県南部への産業誘致対策事業（県単 （平成１９年度～））
事業の概要 県南部の過疎・準過疎地域等において、安価で競争力のある産業用地を企業

に提供できるようにするとともに、地域特性を生かした企業の進出に対し補助
を行うことで、当該地域への企業立地の促進に努めます。

①地域資源活用型産業等立地促進補助金
・補助上限額：１０億円（補助率１５％）
・補助要件（投資額 ：東紀州地域、鳥羽市、大台町、南伊勢町及び大紀町）

３，０００万円以上（土地を除く 、志摩市 １億円以）
上（土地を除く）

・補助要件（雇用 ：東紀州地域、鳥羽市、大台町、南伊勢町及び大紀町）
県内雇用１０人以上、志摩市 県内雇用１５人以上

・補助対象：製造業及び地域資源活用型企業
②地域産業振興基盤整備事業費補助金
・補助対象事業：新規公的産業用地整備事業
・補助対象地域：ア 東紀州地域

イ 鳥羽市、志摩市、大台町、南伊勢町、大紀町
・補助対象経費：調査設計費、用地補償費、用地造成費、関連工事費
・補助上限額 ：４億円
・補助率 ：アの地域 補助対象経費の９／１０

イの地域 補助対象経費の２／３
県 予 算 額 １００，０００千円（H22 ３０，０００千円）
担当室･ｸ゙ ﾙー ﾌ゚ 企業立地室 企業誘致グループ（059-224-2819）



14.科学技術・地域資源室
事務事業名 研究交流・研究プロジェクト推進事業（一部県単 平成２０年度～）
事業の概要 地域の多様な主体の連携による継続的な研究プロジェクトの創出と、獲得し

た研究プロジェクトから生まれる研究成果を関係事業者に技術移転していくこ
とにより、地域資源を活用した新たな産業創出につなげることをめざして、次
のことを行います。
（１）事業者・高等教育機関等との研究ネットワーク構築を進めます。
（２）研究コーディネート０機能や研究プロジェクト立案機能の向上に取り組

みます。
（３）獲得した研究プロジェクトの効率的な予算管理を行います。

助成対象等 県事業
県 予 算 額 ２９４，４５２千円（H22 ２６６，４４０千円）

（研究プロジェクト受託収入等 ２７７，５９６千円等）
科学技術・地域資源室 科学技術振興グループ（059-224-2335）担当室･ｸ゙ ﾙー ﾌ゚
（関係グループ；産業集積室新技術創出グループ、農業経営室農業戦略グル

ープ、水産資源室水産政策グループ、健康福祉部健康危機管理室感染症
対策グループ、環境森林部 ）水質改善室、森林・林業経営室

事務事業名 食発・地域イノベーション創出支援事業（県単 平成２２年度～）
事業の概要 「みえ“食発・地域イノベーション”創造拠点」に整備された試験・研究機

器を活用し、食品・薬事関連企業への技術支援、実証共同研究等を実施するこ
とで、食品・薬事関連分野における地域イノベーションの創出（新商品の開発
や加工技術の高度化など）を支援します。

具体的な事業の内容
（１）食・医薬関連企業のニーズからシーズへの転換支援

拠点機器を活用して技術課題を解決しながら、企業のニーズをその企
業のシーズにまでブラッシュアップするための技術支援を行います。

（２）地域天然資源高付加価値食品加工プロセス実証共同研究
地域天然資源や企業・研究機関がもつ食品加工技術等を活用して、新

商品開発や新たな事業展開につながる共同研究を実施します。
（３）大規模研究プロジェクトへのコーディネート支援

拠点を交流の場とする企業ネットワークを構築し、大規模プロジェク
ト立案を支援するしくみの構築をめざします。

助成対象等 県事業
県 予 算 額 ８，０００千円（H22 ７，９８３千円）

科学技術・地域資源室 科学技術振興グループ（059-224-2335）担当室･ｸ゙ ﾙー ﾌ゚
（関係グループ；産業集積室新技術創出グループ）

事務事業名 （新規 （一部県単）次世代二次電池市場化加速事業 ）
事業の概要 県内大学や県研究所の有する二次電池および新エネルギー関連の技術シーズ

を用い、これまでの取組によって試作開発に成功した「全固体ポリマーリチウ
ム二次電池」について、その実用化・市場化を促進します。

具体的な事業の内容
（１）イノベーションシステム整備

「三重県次世代電池イノベーション推進協議会（仮称 」を設置し、）
産学官連携体制の強化に取り組みます。

（２）事業化促進



電池の量産化や市場性拡大に必要となる製造手法の改善など、基礎的
技術の開発・実証研究を行い、技術移転・事業化を推進します。

（３）基礎～応用研究
電池の大幅な性能向上をめざし、新たな電解質・電極材料の開発、カ

ーボンナノファイバー等の新規部材の利用などの研究を行います。
県事業助成対象等

県 予 算 額 １０３，７６１千円（H22 － 千円）
科学技術・地域資源室 科学技術振興グループ（059-224-2335）担当室･ｸ゙ ﾙー ﾌ゚

（関係グループ；産業集積室新技術創出グループ）

事務事業名 農商工連携推進ネットワーク事業（新規 （県単））
事業の概要 農商工連携など地域密着型の産業を推進するため、中小企業者、農林漁業

者、関係団体、市町等のネットワークを構築するとともに、関係事業者の交流
や情報交換を図ります。

○全体会議の開催（県内外のキーパーソンによるプレゼン、パネルディスカ
ッション、情報交換会等）
○地域別会議の開催（県内４箇所程度）

県 予 算 額 ５，４６２千円（H22 － 千円）
担当室･ｸ゙ ﾙー ﾌ゚ 科学技術・地域資源室 地域資源活用グループ (059-224-2336）

事務事業名 地域資源関連商品ネット販売促進事業（新規 （県単））
事業の概要 地域資源活用関連事業者を対象に、インターネット上に大きなショッピング

モールを持つ事業者のネット環境を利用した物産展を実施し、地域資源関連商
品の域外に向けた販路開拓を促進します。

○ネットショップを活用した「インターネット物産展」の開催
（開催時期 平成23年11月中旬～12月中旬）

県 予 算 額 ４，７２６千円（H22 － 千円）
担当室･ｸ゙ ﾙー ﾌ゚ 科学技術・地域資源室 地域資源活用グループ (059-224-2336）

事務事業名 地域資源活用支援施策普及啓発事業（新規 （県単））
事業の概要 中小企業等に対して、国・県等の地域資源活用支援事業の普及啓発ならびに

支援実施後のフォローアップ活動を行ないます。
○県内各地域で実施する説明会等での地域資源活用支援施策の普及活動
○地域資源活用事業計画のブラッシュアップ及び地域資源関連施策活用事業
者等へのフォローアップ

県 予 算 額 ３，９５０千円（H22 － 千円）
担当室･ｸ゙ ﾙー ﾌ゚ 科学技術・地域資源室 地域資源活用グループ (059-224-2336）

事務事業名 丸の内朝大学を活用した首都圏における三重の魅力発信事業
（新規 （県単））

事業の概要 首都圏で実施されるいわゆる「朝活」とアンテナショップ等との連動によ
り、首都圏での三重の魅力発信の拡大を図ります。

○首都圏の「朝活」における、三重県を舞台とした地域学等の講座の開催。
○受講生を対象とした三重県内でのフィールドワークの実施。

県 予 算 額 ４，２９０千円（6月補正）
担当室･ｸ゙ ﾙー ﾌ゚ 科学技術・地域資源室 地域資源活用グループ (059-224-2336）


